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日本政策金融公庫総合研究所は日本公庫総研レポート No.2023-1『中小建設業におけるデ

ジタル化と技能承継』を発行しました。 

我が国では少子高齢化が進むなか、さまざまな産業で人手不足と労働者の高齢化が進行し

ています。特に建設業は顕著で、事業の維持が困難になる企業が増えるだけではなく、ベテ

ランのもつ技能が次世代へ継承されず、産業全体の技術力が低下してしまうおそれがありま

す。こうした問題の解決策として期待されるのがデジタルテクノロジーの活用です。 

そこで本レポートでは、デジタル化に取り組み、生産性の向上や若い人材の確保と育成に

成功している中小建設業４社の事例を取り上げ、デジタル化を進めていくうえでのポイント

をまとめました。 

本レポートの概要は以下のとおりです。 

 

 

デジタル化を進めるうえでのポイント 

（１）デジタル化は経営改革 

   事例企業は、個人の勘や経験、長時間労働に依存した経営から脱却し、組織として競

争力を身につけ、利益を上げる仕組みをもった企業にしようといった目標を達成するた

めにデジタル化を進めています。また、目標の達成を従業員任せにせず、経営者自身が

リーダーとなってデジタル化に取り組んでいます。 

（２）デジタル化は「現場ファースト」で 

   事例企業は、現場で働く従業員の負担を軽くすることを第一に考えてデジタル化を進

めています。さらにデジタル化は現場の負担を減らすだけではなく、やりがいの創出に

つながることもあります。ICT を活用して職人を育成するスピードを速め、若手でもベ

テランに負けない仕事ができるようになっている企業もあります。 

（３）先行する企業のまねをする 

   デジタル化を進めていくうえでは、先行する企業のまねから始めることも有効といえ

ます。事例企業のように、デジタル化に成功した企業にはノウハウをほかの企業と共有

しようとしている例が少なくありません。こうした機会も活用して少しでもデジタル化

を進めることは、人手不足の解消や技能承継につながっていきます。 

 

※ 本レポートは、こちらでご覧になれます。 

バックナンバーはこちらです。 
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